
第２．業務運営の効率化に関する事項 １．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとる
 べき措置

１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとる
 べき措置

１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとる
べき措置

Ｂ

（１）組織運営の効率化 （１）組織運営の効率化 （１）組織運営の効率化 （１）組織運営の効率化 Ｂ
 　現行の組織運営体制を検証し、業務の廃止等に伴い、よ
り機能的な組織体制の構築、人員配置の見直し等を行うこ
とにより、組織運営の効率化を推進する。

　 機構が担う業務について、中期目標の達成に向け適切
かつ着実に遂行する観点から、中期目標期間中に業務の
廃止を含め見直しが予定されている事業に対応して適切な
組織・人員配置の見直しを図るなど各業務の進捗状況に応
じた組織運営の効率化を推進する。

　機構が担う業務について、適切かつ着実に遂行するた
め、各業務の進捗状況に応じた組織運営の効率化を推進
する。

（１）組織及び人員配置の見直し
　・緑地整備関係建設譲渡事業の終了による担当課の廃
　　止に伴い、以降の瑕疵担保責任等の対応のため、債
　　権管理課に担当の係を設置。
　・２名の削減及び人員配置の見直しを実施。

　職員の削減を行うとともに、新人事評価に基づき、各部門
の目標と個々の職員の業務計画を作成し、職員の意識の
向上を図り、評価結果を賞与に反映させることにより、組織
運営の効率化を進めている。しかしながら、ガバナンスを強
化することによる業務運営の適正化は、今後の独立行政法
人のあり方として強く求められるところであり、役員全体の
責務であるとの認識の下 内部統制の確立を通じた業務運
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　 さらに、各部門の業務について、職員の責任と役割分担
を明確にし、効率的な業務遂行体制を整備する。

　 また、新人事評価制度を明確にし、年度計画の達成に向
け、効率的な業務遂行体制を整備する。

（２）効率的な業務遂行体制の整備
　・新人事評価制度に基づく人事評価を実施し、結果を夏
　　季及び冬季の賞与に反映。
　・組織目標と連動した業務計画の作成と業績評価を実
　　施。

（２）業務運営の効率化 （２）業務運営の効率化 （２）業務運営の効率化 （２）業務運営の効率化 Ａ
① 　業務に対する事後評価の実施 ①　 業務に対する事後評価の実施 ①　 業務に対する事後評価の実施 ①  業務に対する事後評価の実施

　 業務全体に対する事後評価を毎年度実施し、その結果
を業務の運営に反映させることにより、業務内容に応じた
業務の効率化を図る。

　 機構の自己点検・評価のため、外部専門家、有識者から
なる評価のための委員会を設け、機構業務全体に係る事
後評価を毎年度行い、その結果を業務運営に反映させるこ
とにより、業務の効率化を図る。

　前年度の業務実績を取りまとめ、自己点検、自己評価を
行うとともに、業務評価委員会を開催し、その結果を業務運
営に反映させることにより、業務の効率化を図る。

（１）中期計画、年度計画の進捗状況を把握するため、半
　期毎に自己点検・自己評価を行い、競争契約の推進、経
　費の削減と事業・業務の効率化などの課題に取り組ん
　だ。

（２）業務評価委員会を開催（平成19年６月、11月）し、得ら
れた意見・提言を業務運営に反映

責務であるとの認識の下、内部統制の確立を通じた業務運
営の適正化を早期に実現することを望む。また、新人事評
価制度の実施にあたり、適正な評価制度の運用に留意す
るとともに、更に、各管理職の責任と権限・役割の一層の明
確化を図ること等を通じ人事管理制度の更なる改善に取り
組むとともに、現行の管理部門等の縮減を進め、これらを
踏まえた組織全体の見直しについて、中期的に検討する必
要がある。

　業務の自己点検・自己評価の実施結果と機構の内部業
務点検・助言委員会の意見・提言を業務運営に反映させ効
率化を進めている。随意契約の見直しについては、随意契
約見直し計画の達成に向けた取組の推進による競争的契
約の増加や契約に係る情報公開が適切に行われていると
評価できる。しかしながら、役員全体の責務としての内部統
制体制の確立が強く求められ、こうした観点から監事による
合規性のチェックのプロセスを評価することは極めて重要
であり、決算に関する監事意見のみではなく、監事におい
て実施した監査の内容について 当初より 業務実績報告れた意見・提言を業務運営に反映。

　　なお、環境省独立行政法人評価委員会からの提言を
　受け、平成20年3月に名称を「業務点検・助言委員会」に
　変更した。

②　 その他 ②　 事務処理の簡素化、迅速化の推進 ②　 事務処理の簡素化、迅速化の推進

 　業務運営全体を通じて、情報化・電子化による効率化、
業務の外部委託等を図ることにより各種事務処理の簡素
化・迅速化に取り組み、業務運営の効率化を図る。

　 業務運営の効率化を図るため、内部ネットワークの活用
等により、全般的に手続の簡素化・迅速化を図るとともに、
情報の共有化、基金の運用等知識の共有化を推進する。
これにより、経費の削減等を実現する。

　情報共有化システムの活用により、情報の共有化、知識
の共有化を推進する。これにより、経費の削減等を実現す
る。

（１）情報共有化システムによる情報の共有化
　・不正アクセス、コンピューターウィルス対策を適切に
　　実施。
　・各種会議資料やシステムのマニュアルを安定的に提
　　供することで情報伝達の迅速化、省資源化。
　・出退勤システムの活用により、職員の出退勤管理や
　　休暇申請に係る事務を効率化。

（２）基金の運用等知識の共有化
　　　資金管理委員会を定期的に開催し、各基金の運用
　　等に係る知識の共有化を図った。

て実施した監査の内容について、当初より、業務実績報告
書等において明確にするべきである。また、情報共有化シ
ステムの活用による情報・知識の共有化、サービサーなど
のアウトソーシングの有効利用、オンライン申請等の業務
のシステム化により、業務運営の効率化が図られていると
評価できる。今後、業務運営の効率化を推進していく上で、
オンライン申請を強力に推進するとともに、サービサーによ
る債権回収の更なる活用の検討などにより、一層の効率化
を図る必要がある。また、内部業務点検・助言委員会の意
見や提案とそれへの対応状況についても、本評価委員会
評価の対象として、業務実績報告書において明らかにすべ
きであることを付記する。
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③　 外部委託の推進 ③　 外部委託の推進 ③  外部委託の推進

　 機構独力では回収困難な債権については、早急に整理・
回収を図る必要がある延滞債権等を債権回収専門会社
（サービサー）に委託し、効率的な回収を図る。

　 機構独力では回収困難な債権のうち、早急に整理・回収
を図る必要がある延滞債権等を債権回収専門会社（サービ
サー）に委託する。

（１）延滞債権等のサービサーへの委託、回収状況
　・平成19年度委託債権からの回収額は27.6億円
　・委託費総額は1.7億円

　 また、機構自ら実施すべき業務、外部の専門機関の活用
が適当と考えられる業務について精査し、サービスの低下
を招かず、コスト削減につながる場合には、アウトソーシン
グを積極的に活用することにより、経費の節減又は事務の
効率化を図る。

　 また、サービスの低下を招かず、経費節減につながると
考えられる業務については、引き続き外部機関を活用す
る。

（２）外部機関の活用
　・機構ホームページ用サーバの管理等業務委託
　　サーバ管理及びホームページの作成業務等：支出3.2百
万円
　・給与計算事務委託

役職員の給与・賞与の計算 給与明細の作成 年末　役職員の給与・賞与の計算、給与明細の作成、年末
　　調整及び源泉徴収票等の作成事務：支出約１百万円
　・ペイジーによる一般供出金の徴収
　　船舶所有者からの一般拠出金について、平成19年4月
　　からコンビニエンスストア等で納付可能なペイジーに
　　よる納付受け付けを開始。

④　 契約に係る競争の推進 ④　 契約に係る競争の推進 ④  契約に係る競争の推進

　 会計規程に基づく一定額以上の契約については、契約
の性質又は目的が競争を許さない場合等を除き、原則とし
て競争に付する。

　会計規程に基づく一定額以上の契約については、契約の
性質又は目的が競争を許さない場合等を除き、原則として
競争に付する。

（１）契約に係る競争の推進
　　契約の性質又は目的が競争を許さない場合等を除き
 原則として競争に付した。
　　競争的契約の割合　70.2％（18年度：50.6％）
　　　　　　　　一般競争　46.8％（18年度：28.2％）
　　　　　　　　指名競争　　0  ％（18年度： 1.3％）
　　　　　　　企画・公募　23.4％（18年度：21.1％）
（２透明性の確保
　　一定額以上の随意契約に加え、競争入札についても公
　表の対象とするよう公表基準を改正し、この基準に基づ
　き、ホームページに公表。

⑤　 電子化の推進等 ⑤　 電子化の推進等 ⑤  電子化の推進等

ア　 機構全体に係る事務処理については、平成１６年度
　 中に内部ネットワークを統合・整理し、共有システムの
　 活用を促進させる。

イ　 オンライン等電子申請を行っている業務は、受付後の
　 内部事務処理システムの活用を促進させ、事務処理の
　 一層の効率化を図る。

　　オンライン等電子申請を行っている業務は、受付後の
　内部事務処理システムの活用を促進させ、事務処理の
　一層の効率化を図る。

（１）汚染負荷量賦課金の申告・納付に係る徴収システム
　　　オンライン申告等の利用が促進されたことにより処
　　理時間数が平成15年度比で17％、18年度比で２％
　　短縮。
（２）機構から都道府県等へ納付手続を行う納付システム
　・福祉事業において、全都道府県等がＦＤ申請を導入。
　・３市区（品川、横浜、川崎）でオンラインの試行を実施
　　し、平成20年度からのオンライン申請の準備を行っ
　　た。
（３）予防事業助成金システム（ ）予防事業助成 シ テ
　　　オンライン等による申請内容を内部事務処理システ
　　ムへデータ転送すること等により、中期計画に定める
　　事務処理日数の20％削減を達成。

ウ　 独立行政法人会計基準に対応した予算､契約､支払､
　 会計等一連の事務処理を行う会計システムを導入する｡
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（３）経費の効率化・削減 （３）経費の効率化・削減 （３）経費の効率化・削減 （３）経費の効率化・削減 Ｂ
　 業務運営の効率化を進め、経費（一般管理費及び事業
費の合計）について、平成15年度に対し、以下の効率化・
削減を図る。

①　 一般管理費 ①　 一般管理費 ①　 一般管理費 ①  一般管理費

　 一般管理費（移転経費及び独法化準備経費並びに緑地
事業関係経費及び石綿健康被害救済関係経費を除く。）に
ついて、中期目標期間の最終年度において特殊法人時の
最終年度（平成15年度）比で15％（統合発足初年度である
平成16年度比で10％）を上回る削減を行う。

　 業務運営の効率化を進め、一般管理費（移転経費及び
独法化準備経費並びに緑地事業関係経費及び石綿健康
被害救済関係経費を除く。）について、中期目標期間の最
終年度において特殊法人時の最終年度（平成15年度）比で
15％（統合発足初年度である平成16年度比で10％）を上回
る削減を行う。

　 業務運営の効率化を進め、一般管理費（移転経費及び
独法化準備経費並びに緑地事業関係経費及び石綿健康
被害救済関係経費を除く。）について、中期目標期間の最
終年度において平成15年度比で15％を上回る削減を達成
するため、平成19年度においても業務の効率化に努める。

　　業務の効率化に努め、一般管理費は、平成15年度比
　で32.8％削減。

　一般管理費、事業費及び運営費交付金を充当する事業
費のいずれも計画目標を上回る実績を上げているが、一般
管理費、運営費交付金を充当する事業費及び、サービサー
への委託費は、いずれも前年度の実績より増加している状
況である。今後は、効率化・削減の具体的な内容を示しつ
つ、前年度との実績の比較においても極力抑制に努め、や
むを得ず増加する場合には、十全な説明責任を果たすこと
を期待する。

　なお、石綿健康被害救済関係経費に係る一般管理費に
ついては、業務の効率化に努めるとともに、各業務の開始
の状況や救済制度立ち上げ時の特殊要因を考慮した上
で、中期目標期間の最終年度において平成18年度比で
６％を上回る削減を行う。

　なお、石綿健康被害救済関係経費に係る一般管理費に
ついては、業務の効率化に努めるとともに、各業務の開始
の状況や救済制度立ち上げ時の特殊要因を考慮した上
で、中期目標期間の最終年度において平成18年度比で
６％を上回る削減を行う。

　なお、石綿健康被害救済関係経費に係る一般管理費に
ついては、中期目標期間の最終年度において平成18年度
比で6％を上回る削減を達成するために、平成19年度にお
いても業務の効率化に努める。

　　石綿健康被害救済関係経費に係る一般管理費は、共
　通的な経費分担比率の低下などにより、平成18年度比
　で48.5％削減。

②　 事業費 ②　 事業費 ②　 事業費 ②  事業費

　 事業費（公害健康被害補償納付金等を除く。）について、
毎事業年度１％以上の業務の効率化を行う。

　 事業費（公害健康被害補償納付金等を除く。）について、
毎事業年度１％以上の業務の効率化を行う。

　事業費（公害健康被害補償納付金等を除く。）について、
平成19年度においても１％以上の業務の効率化を行う。

（１）事業費の効率化
　　公害健康被害予防事業費（知識普及、研修及び予防
　情報提供に係る事業費）について、平成19年度予算額
　比で9.8％の業務の効率化。

　 運営費交付金を充当する事業費について、中期目標期
間の最終年度において特殊法人時の最終年度（平成15年
度）比で５％を上回る削減を各勘定で行う。

　 運営費交付金を充当する事業費について、中期目標期
間の最終年度において特殊法人時の最終年度（平成15年
度）比で５％を上回る削減を各勘定で行う。

　 運営費交付金を充当する事業費について、中期目標期
間の最終年度において平成15年度比各勘定で５％を上回
る削減を達成するため、平成19年度においても業務の効率
化に努める。

（２）運営費交付金を充当する事業費の削減
　・運営費交付金を充当する事業費は、業務の効率化に
　　努め、平成15年度比で20.5％削減。

　 なお、債権回収委託費については、中期目標期間中に 　なお、債権回収委託費については、中期目標期間の最終 　・債権回収委託費は、平成19年度は1.7億円（平成18年
不良債権処理を積極的に進めその残高が大幅に減少する
と見込まれることから、平成16年度比で３割を上回る削減を

年度において平成16年度比で３割を上回る削減を達成する
ため、平成19年度においても適切な執行に努める。

　　度1.6億円）

　石綿健康被害救済関係経費に係る事業費（石綿健康被
害救済給付金を除く。）については、業務の効率化に努め
るとともに、各業務の開始の状況や救済制度立ち上げ時の
特殊要因を考慮した上で、中期目標期間の最終年度にお
いて平成18年度比で２％を上回る削減を行う。

　 また、石綿健康被害救済関係経費に係る事業費（石綿
健康被害救済給付金を除く。）については、業務の効率化
に努めるとともに、各業務の開始の状況や救済制度立ち上
げ時の特殊要因を考慮した上で、中期目標期間の最終年
度において平成18年度比で２％を上回る削減を行う。

　また、石綿健康被害救済関係経費に係る事業費（石綿健
康被害救済給付金を除く。）については、中期目標期間の
最終年度において平成18年度比で2％を上回る削減を達成
するため、平成19年度においても業務の効率化に努める。

（３）石綿健康被害救済関係経費に係る事業費の削減
　　石綿健康被害救済関係経費に係る事業費について
　は、効率的な執行により、平成18年度比で43.0％の削
　減。

（４）業務における環境配慮 （４）業務における環境配慮 （４）業務における環境配慮 （４）業務における環境配慮 Ａ
　 国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律
（グリーン購入法）に基づき具体的目標を掲げ、物品及び
サービスの購入に際しての環境配慮を徹底し、環境物品等
の調達を原則として100％達成する。

　 国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律
（グリーン購入法）に基づき、毎年度「環境物品等の調達の
推進を図るための方針」を定め、同方針に基づき、調達目
標について、緊急時等を除き100％達成する。

　 国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律
（グリーン購入法）に基づき、「環境物品等の調達の推進を
図るための方針」を定め、ホームページで公開するととも
に、同方針に基づき、調達目標について、緊急時等を除き
100％達成する。

（１）環境物品等の調達の推進を図るための方針の策定等
　・グリーン購入法第７条の規定に基づき、平成19年度「環
　　境物品等の調達の推進を図るための方針」を策定し、
　　ホームページで公表。
　・特定調達物品購入については、緊急時（用紙偽装）等
　　を除き、調達目標どおり100％を達成。

また、物品及びサービスの使用・廃棄に当たっての環境 また、日常業務の遂行にあたり、「環境配慮のための実 また、日常業務の遂行にあたり、平成19年度に策定する （２）環境配慮のための実行計画

　「環境配慮に関する基本方針」を策定し、あらゆる業務に
ついて環境配慮が進められた。また、「環境物品等の調達
の推進を図るための方針」を策定し、内部での周知徹底を
図り、特定調達品目等の購入について目標を達成するとと
もに、「環境配慮のための実行計画」に基づく用紙類の使
用量節減及び電気使用量の削減について、目標を上回る
成果を上げることができた。さらに、環境報告書を作成し公
表するなど、業務における環境配慮が推進された。

　 また、物品及びサ ビスの使用 廃棄に当たっての環境
配慮のための具体的計画を策定し、その達成に努める。

　 また、日常業務の遂行にあたり、 環境配慮のための実
行計画」を定めてエネルギー及び資源の有効利用、節減に
努めるなど環境配慮を徹底する。

　 また、日常業務の遂行にあたり、平成19年度に策定する
「環境配慮のための実行計画」に基づき、エネルギー及び
資源の有効利用、節減に努めるなど環境配慮を徹底する。
　さらに、平成18年度の事業活動に係る環境配慮等の状況
に関し、環境報告書を作成し公表する。

（２）環境配慮のための実行計画
　・平成19年度に策定した「環境配慮のための実行計画」
　　に基づき、用紙の使用量の抑制に努め、平成18年度
　　比マイナス1.3％の削減。
　・上記実行計画に基づき、電気使用量の抑制に努めた
　　結果、平成18年度比マイナス6.8％削減。
　・役職員を対象として環境保全に関する研修を実施。
　・機構が発注する事業において、環境物品の使用を仕
　　様書に盛り込むなど、環境保全を適切に推進。
（３）環境報告書の作成・公表
　・環境配慮促進法に基づき、環境報告書を作成し、公
　　表。
（４）「温室効果ガスの排出削減等のため実行すべき措置
　　について定める実施計画」の作成・公表
　・温室効果ガス排出削減等のため、機構が自ら実行す
　　べき具体的な措置について実施計画を策定し、ホーム
　　ページで公表。
（５）地域活動への参加
　・川崎市内統一美化活動へ参加。
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第３．国民に対して提供するサービスその他の業務の質
　　の向上に関する事項

第３．国民に対して提供するサービスその他の業務の質
　　の向上に関する目標を達成するためとるべき措置

２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の
 向上に関する目標を達成するためとるべき措置

２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の
向上に関する目標を達成するためとるべき措置

Ａ

　 機構は、良好な環境の保全を図り、もって現在及び将来
の国民の健康で文化的な生活の確保に寄与するとともに
人類の福祉に貢献するとの役割と責任を十分果たすよう、
広く情報提供を行い、関係者のニーズを十分に把握し、業
務の改善・見直しを進め、業務の質の向上を図るものとす
る。
個々の業務については、以下のとおり目標を定める。

　 機構が担う業務や事業等の対象となる関係者、地域住
民及び地方公共団体等関係機関に対し、機構が担う業務
についてホームページや機関誌・広報誌等により情報提供
を行う等、確実かつ適切に周知・広報を行い、円滑な業務
の遂行に努めるとともに、関係者等のニーズを的確に把握
し、業務等の実施に反映させる。

　 機構が担う業務や事業等の対象となる関係者、地域住
民及び地方公共団体等関係機関に対し、機構ホームペー
ジ、機構業務案内、パンフレット等を作成し、情報提供を行
う等、確実かつ適切に周知・広報を行い、円滑な業務の遂
行に努める。

（１）季刊誌・広報誌による周知・広報活動の状況
　・季刊誌・広報誌等により業務関係者、関係機関等に確
　　実かつ適切に周知・広報を実施。
　　広報誌等：６種、144,600部
　・石綿健康被害救済業務については、広報計画を定め、
　　政府広報と連携して広報を実施。
　・船舶所有者からの一般拠出金の徴収について、ポスタ
　　ー等を作成し、関係者へ配布。
　・石綿健康被害救済制度等を含めた石綿に関する情報
　　提供を行うために、ＤＶＤを作成し、約6，000枚を医療

機関等に配布　機関等に配布。

　 また、機構業務全般に係わる者や対象団体・機関の関
心、認知度を高めるよう積極的に広報活動を実施すること
により、ホームページアクセス件数を平成16年度比で10％
以上増加させる。

（２）ホームページによる情報提供の状況
　　ホームページにより、機構の業務概要の広報・周知
　に努めるほか、業務・事業の実施により得られた知見
 や利用者のニーズに応じた情報の提供を実施。
　　トップページアクセス件数：446,511件（平成16年度
　比145.55％）

　 さらに、機構は、「以下に掲げる業務等を行うことにより
良好な環境の創出その他の環境の保全を図り、もって現在
及び将来の国民の健康で文化的な生活に寄与するととも
に人類の福祉に貢献する」との目的を達成するため、機構
の有する能力等の有効活用を図り、機構が環境分野の政
策実施機関としての役割と責任を果たすことができるよう業
務の改善・見直しを進め、業務の質の向上を図るものとす
る

　 また、機構が環境分野の政策実施機関としての役割と責
任を果たすことができるよう業務の改善・見直しを行う。

（３）環境分野の政策実施機関としての役割と責任を果た
　すための取組
　・日韓環境技術協力協定に基づき、韓国環境管理公団
　　との情報交換や資料の提供
　・機構への来訪者に対する公健制度や大気環境の情
　　報などの提供
　・ホームページでの問い合わせや照会事項への対応

る。
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〈公害健康被害の補償及び予防業務〉 〈公害健康被害の補償及び予防業務〉 〈公害健康被害の補償及び予防業務〉 〈公害健康被害の補償及び予防業務〉 Ａ
（１）汚染負荷量賦課金の徴収 （１）汚染負荷量賦課金の徴収 （１）汚染負荷量賦課金の徴収 （１）汚染負荷量賦課金の徴収 Ａ
①　 汚染負荷量賦課金の適正・公平な徴収 ①　 汚染負荷量賦課金の適正・公平な徴収 ①　 汚染負荷量賦課金の適正・公平な徴収 ①  汚染負荷量賦課金の適正・公平な徴収

 　汚染負荷量賦課金の適正・公平な徴収を図り、徴収率等
を平成１５年度実績の水準を維持することにより、補償給付
等の支給に必要な費用を確保する。

　 補償給付等の支給に必要な費用を確保するため、汚染
負荷量賦課金の徴収計画額に係る徴収率及び申告額に係
る収納率は、委託商工会議所を通じた納付義務者への効
果的指導及び納付義務者からの相談、質問事項等への的
確な対応により、平成15年度実績の水準の維持を図る。

　 補償給付等の支給に必要な費用を確保するため、汚染
負荷量賦課金の徴収計画額に係る徴収率及び申告額に係
る収納率は、委託商工会議所を通じた納付義務者への効
果的指導及び納付義務者からの相談、質問事項等への的
確な対応により、平成15年度実績の水準の維持を図る。

（１）汚染負荷量賦課金の徴収率、収納率の状況
　　徴収率及び収納率とも平成１５年度水準を達成
　〈徴収計画額に係る徴収率、申告額に係る収納率〉
　　　　 年　　度　　　　  徴収率　　　　収納率
　　　平成15年度　　  １００．３６％　　 ９９．９９％
　　　平成19年度　　  １０１．０５％　　 ９９．９９％
（２）納付義務者への効果的な指導及び質問事項等への
　 的確な対応
　　　全国103会場において申告・納付説明会を実施。
（３）申告督励

　本部及び大阪支部それぞれにおいて、全国１５６の商工
会議所と連携を強化し、納付義務者への効果的な説明会
を開催するとともに、問い合わせへの的確な対応に努め、
徴収率・収納率ともに適切に目標を達成している。また、説
明会資料やホームページの改善を行い、ホームページのア
クセス件数は大幅に増加する等、納付義務者へのサービ
ス向上にも努めていることが評価できる。

（３）申告督励
　・未申告の273事業所のうち、文書督励等の申告督励を
　　行い、69事業所より徴収。
　・49事業所の精算結了。
　・破産等により手続中のもの、所在不明のものなど
　　155事業所を確認。
（４）公平な汚染負荷量賦課金の徴収
　・虚偽申告等情報により、13社32工場・事業場の実地調
　 査を実施。
　・実地調査の結果、データ改ざん4社7工場、保存義務
　 違反7社8工場、転記誤り等11社28工場を確認。
　・これらの事案については、文書で厳重注意し、再発防
　 止を促した。

②　 納付義務者等に対する効果的な指導 ②　 納付義務者等に対する効果的な指導 ②　 納付義務者等に対する効果的な指導 ②  納付義務者等に対する効果的な指導

 　納付義務者等に対して申告・納付に係る効果的な指導を
図る。

ア　 汚染負荷量賦課金の適正かつ公平な徴収を図るた
　 め、全国156商工会議所の汚染負荷量賦課金徴収業

務の 部事務委託を継続し 的確な業務指導を実施す

ア　委託商工会議所担当者研修会を開催して、公健制度
　及び納付義務者への対応等の習熟を図りつつ、商工会

議所 赴き 委託業務の点検 指導を行う

ア　委託商工会議所に対する的確な業務指導
　・156商工会議所と汚染負荷量賦課金徴収業務の一部

事務委託（平成19年４月１日から６月14日まで）　 務の一部事務委託を継続し、的確な業務指導を実施す
　 る。

　議所へ赴き、委託業務の点検、指導を行う。 　事務委託（平成19年４月１日から６月14日まで）
　・業務委託担当者研修会を開催（平成20年３月３日）
　・45商工会議所に対する委託徴収業務の実施状況につ
　　いての確認調査を行うとともに、委託契約に係る業務
　　量を重点的に点検し、平成20年度からの委託契約単
　　価を減額。

イ　 申告・納付説明会出席事業者の意見・要望を聴取し、
　 その結果を踏まえ、納付義務者への申告・納付に係る
　 説明資料・説明内容の改善を図る。

イ　申告・納付説明会出席事業者の意見・要望を聴取し、
　その結果を踏まえ、必要に応じて納付義務者への申告・
　納付に係る説明資料・説明内容の改善を図る。

イ　汚染負荷量賦課金申告納付説明会のフォローアップ
　・申告納付説明会の事後検討会を実施
　・検討会を踏まえ、平成20年度の説明資料の改善を実
　　施。

③　 納付義務者に対するサービスの向上 ③　 納付義務者に対するサービスの向上 ③　 納付義務者に対するサービスの向上 ③  納付義務者に対するサービスの向上

　 納付義務者に対して申告・納付の相談、質問事項等を的
確に把握し、提供するサービスの充実を図る。

ア　 委託商工会議所が主催する申告・納付説明会へは、
　 協力要請に応じ、説明員の派遣を行い、納付義務者の
　 相談、質問事項等に的確に対応する。

ア　委託商工会議所が主催する説明会へ機構職員を派遣
　し、納付義務者からの相談、質問事項等に的確に対応
　する。

ア　汚染負荷量賦課金申告納付説明会への的確な対応
　・103会場、3,725事業者の出席
　・各説明会場では、ＦＤ・オンライン申告のデモの他、質

　疑応答等の時間を設け、納付義務者からの質疑等に疑 設 、 務 質疑
　　的確に対応。

イ　 汚染負荷量賦課金申告の手引及びフロッピーディス
　 ク・オンライン申告マニュアルに、誤りの多い事項につい
　 いての注意点を記載するなど、内容の改善を図る。納付
　 義務者からの相談、質問事項について的確な対応が図
　 れるよう体制の整備を行う。

イ　 汚染負荷量賦課金申告書の記入、硫黄酸化物排出量
　の算定において、誤りの多い事例を把握し、必要に応 じ
　て説明資料に反映させる。また、申告･納付説明会開催
　期間中の問い合わせに的確に対応する体制を確保す
　る。

イ　適正な申告への取組
　・最新のＯＳへの対応や、機能の追加等を行い、利便性
　　の向上を図った。
　・誤りの多い事例を抽出し、説明会資料等に反映。
　・申告・納付説明会の開催期間中の問い合わせ等につ
　　いて的確に対応。

ウ　 納付義務者に向けた賦課金専用ホームページへのア
 　クセス状況及び質問事項を把握・整理し、納付義務者の
 　ニーズや質問に対応したホームページとなるよう改善を
 　図る。

ウ　賦課金専用ホームページに常設している「電子メール
　によるご意見･ご質問のコーナー」を活用し、前年度の改
　善結果をも踏まえ、必要に応じてホームページの改善を
　図る。

ウ　賦課金専用ホームページの改善
　・一層見やすく、一層理解が進むよう、データの更新等
　　も含め見直しを行った。
　・ホームページでの情報提供について、申告・納付説
　　明会で説明し、普及啓発に努めた。
　・平成19年度のアクセス数28,089件（平成18年度比120
　　％）
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コメント19年度実績 評価中期目標 年度計画中期計画

エ　 名称・住所変更届出書等の提出文書について、納付
　 義務者の利便性の向上のため、電子媒体化を進める。

エ　「名称等変更届出書」のオンライン化について、申告・
納
　付説明会等を通じ、納付義務者への周知を行い、利用促
　進を図る。

エ　「名称等変更届出書」のオンライン化
　・「名称等変更届出書」のオンライン化について、説明会
　　等で周知
　・オンラインによる提出163件（全体：701件）

（２）都道府県等に対する納付金の納付 （２）都道府県等に対する納付金の納付 （２）都道府県等に対する納付金の納付 （２）都道府県等に対する納付金の納付 Ａ
①　 納付申請等に係る事務処理の効率化 ①　 納付申請等に係る事務処理の効率化 ①　 納付申請等に係る事務処理の効率化 ①  納付申請等に係る事務処理の効率化

 　都道府県等が行う補償給付の支給及び公害保健福祉事
業の適正な執行等を図るため、都道府県等との一層の連
携・強化に努める。
　 また、都道府県等からの納付申請等に係る事務処理日
数を平成15年度実績以下にする

ア　 納付申請、納付請求、変更納付申請及び事業実績報
　 告（以下「納付申請等」という。に係る提出書類の適正な
　 作成方法等について、随時補償給付費納付金関係書類
　 作成要領等を見直し、都道府県等の担当者への周知徹

底を図るとともに 内部処理の電子化の促進により納付

ア　都道府県等からの提出期限の徹底を図るとともに、フ
　ロッピーディスクによる申請などにより、事務処理日数を
　平成15年度比で25％削減の水準を維持する。
　　また、必要に応じて、補償給付費納付金関係書類作成

要領等を見直し 都道府県等の担当者へは 引き続き周

ア　事務処理日数の削減
　　県市区でのFD申請の推進及び内部事務処理シス
　テムの改良等により、事務処理日数の25％を削減を
　維持。

〈事務処理日数〉

　フロッピーディスクによる申請の普及促進及び内部処理シ
ステムの改良に努め、事務処理日数は中期目標期間の削
減目標である２５％減を昨年度において達成し、引き続きこ
れを維持することができた。今後は、さらに効率化を図る観
点からオンライン申請の利用を強力に促進する必要があ
る。

数を平成15年度実績以下にする。 　 底を図るとともに、内部処理の電子化の促進により納付
　 申請等の事務処理日数を平成15年度実績に対し、５年
　 間で25％削減する。

　要領等を見直し、都道府県等の担当者へは、引き続き周
　知徹底を図る。

　〈事務処理日数〉
　　　 納付金の名称　　　平成15年度　　平成19年度

　　補償給付費納付金　　 　 136日　　　　　 　93日

　　公害保健福祉事業　　 　　 83日　　　　  　 71日
　　費納付金
　　　　　　　計　　　　　　　　 　219日　　　　 　 164日

　　〈電子媒体による申請都道府県等〉
　　　 納付金の名称　　　平成15年度　　平成19年度
　　補償給付費納付金　　　37／40　　　 　　41／41

　　公害保健福祉事業　　　40／45　　　　　 43／43
　　費納付金

イ　 都道府県等が行う補償給付費納付金申請等の手続
　 の適正化を図るため、定期的な現地指導を実施する。

イ　現地指導は、原則として、３年に１回のサイクルで実施
　する。

イ　都道府県等への現地指導
　・現地指導を、旧第一種地域16都道府県等及び第二種

地域2都道府県等を対象に実施　地域2都道府県等を対象に実施。
　・遺族補償費、遺族補償一時金、葬祭料に係る支給に
　　重点をおいて指導を実施し、適性に処理されているこ
　　とを確認。

ウ　 公害保健福祉事業の積極的な推進を支援するため、
　 都道府県等の事業従事者、関係者等からの情報収集に
　 努め、その結果が事業に反映されるよう、国や事業を実
　 施する都道府県等へ情報提供を行う。

ウ　福祉事業の実態調査を通じ情報収集を行い、その結
　果を必要に応じて、環境省主催の担当者研修会の場で
　報告する等、国や事業を実施する都道府県等へ情報提
　供を行う。

ウ　国及び都道府県等への情報提供等
　・参加者の高齢化に伴い、タクシー利用代等必要な経費
　　について、環境省との確認調整を踏まえ、計上可能な
　　経費について都道府県等へ情報提供を実施。
　・現地指導において、適正な事業執行となっているかを
　　把握するとともに、事業従事者から事業活性化につな
　　がるような事例等を収集し、今後につなげる詳細内容
　　を調査した。
　・現地指導において収集した情報を取りまとめ、機構か
　　ら活性化につながるような提案を含め、環境省へ情報
　　提供を行った。

②　 納付金の申請等に係る手続きの電子化等の推進に
　 よる事務負担の軽減

②　 納付金の申請等に係る手続きの電子化等の推進に
　 よる事務負担の軽減

②　 納付金の申請等に係る手続きの電子化等の推進に
　 よる事務負担の軽減

②　 納付金の申請等に係る手続きの電子化等の推進に
 よる事務負担の軽減

　 納付金の申請等に係る電子化の推進により、都道府県
等の事務負担の軽減を図る。 ア　 都道府県等の納付申請等に係る事務負担の軽減を

 　図るため、電子媒体による申請等の導入を促進する。
　　 フロッピーディスクによる申請については、都道府県等
　の意見を踏まえ、必要に応じてシステムの改修を行う。

　・福祉事業において、全都道府県等がFD申請を導入。
　・最新のＯＳに対応させるとともに、システムの改修を
　　行い、利便性の向上を図った。

　　　現在実施しているフロッピーディスクによる申請につ
 　いては、利用者の意見等を踏まえ、より使いやすいシス
 　テムに改善するほか、オンライン申請について都道府県
 　等の意向や実態を把握し、導入を検討する。

　　 また、オンライン申請の整った都道府県等の利便性を
　図るため、にオンライン化をの試行を行う。

　・３市区（品川、横浜、川崎）でオンラインの試行を実施
　　し、平成20年度からのオンライン申請の準備を行っ
　　た。
　・オンライン申請についての手続や操作方法等を現地
　　指導等の場を活用して利用を促したほか、そのほか
　　の都道府県等に対し文書により利用を促した。

イ　 都道府県等の事務負担の軽減を図るため、補償給付
　 費納付金の返還に係る提出書類等を簡略化する。
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コメント19年度実績 評価中期目標 年度計画中期計画

（３）公害健康被害予防事業 （３）公害健康被害予防事業 （３）公害健康被害予防事業 （３）公害健康被害予防事業 Ａ
①　 公害健康被害予防基金の運用と事業の重点化 ①　 公害健康被害予防基金の運用と事業の重点化 ①　 公害健康被害予防基金の運用と事業の重点化 ①  公害健康被害予防基金の運用と事業の重点化

 　公害健康被害予防基金（以下「予防基金」という。）の運
用について、経済変動に対応して安全かつ有利な運用を図
るとともに、予防基金の運用収入の減少見込みに対応し
て、事業の重点化・効率化を図る。

　 公害健康被害予防基金（以下「予防基金」という。）の運
用について、経済変動に対応して安全かつ有利な運用を図
るとともに、予防基金の運用収入の減少見込みに対応し、
公害健康被害の補償等に関する法律に基づく旧第一種地
域等の地域住民（以下「地域住民」という。）の慢性気管支
炎、気管支ぜん息、ぜん息性気管支炎、肺気腫等（以下
「ぜん息等」という。）の発症予防、健康回復に直接つなが
る事業、局地的な大気汚染が発生している地域の大気汚
染の改善を通じ地域住民の健康確保につながる高い効果
が見込める事業等に重点化し、かつ、効率化を図る。

ア　公害健康被害予防基金（以下「予防基金」という。）の
　運用については、中期計画の内容を踏まえて、平成19年
　度の基本運用方針を策定し、平成19年度中に満期償還
　となる約33億円については、安全かつ有利な運用を行う。

イ　事業の重点化・効率化
　 　各事業分野別に新たに把握したニーズを踏まえ、事業
　を重点化し、かつ、効率化を図る。

ア　公害健康被害予防基金の運用状況
 ①運用方針に基づく運用
　・中期的な金利見通し、満期償還額の平準化、運用利
　　回り及び保有債券の種別バランスを勘案した運用を
　　実施。
 ②平成19年度運用収入
　　区　　　分　　19年度決算額　（18年度決算額）
　　収　　　入　　　1,290百万円　　　（1,417百万円）
　　利　回　り　　　　　2.53％　      　　（ 2.78％ ）

イ 事業の重点化 効率化

　公害健康被害予防基金の運用については、安全かつ可
能な限り有利に運用され、運用収入の減少見込みに対し
て、助成事業の重点化・効率化が適切に推進されている。
また、前年度実施の事業参加者アンケートに基づき、満足
度やニーズを把握して事業内容に反映させるなどの事業の
改善が進められている。調査研究課題の重点化を推進し、
研究費総額は平成１５年度比で２０％以上削減するとの目
標が達成・維持されている。ホームページへのアクセス件
数、研修事業の受講者アンケートの調査結果、事務処理削
減日数については、いずれも中期目標を達成し、優れた成
果を上げている。今後とも、引き続き運用収入の減少見込
みに対して重点化・効率化に努力することを期待する。

イ 事業の重点化、効率化
　　運用収入の減少に対応し、中期計画に定める地域住
　民の健康確保につながる事業に重点化し、効率化を図
　った。
　①助成事業
　・健康相談、健康診査及び機能訓練事業（ソフト３事業）
　　並びに最新規制適合車等への代替促進事業に対する
　　要望を優先的に採択して実施。
　・環境省の補助金により新たに創設される、自立支援型
　　公害健康被害予防事業の実施に向け、助成金交付要
　　綱改正の準備を行った。
　②知識普及事業
　・講演会・講習会・ぜん息電話相談等の事業を計画的
　　に実施。
　・実施方法を工夫した結果、参加者から高い評価を得
　　た。

②　 ニーズの把握と事業の改善 ②　 ニーズの把握と事業の改善 ②　 ニーズの把握と事業の改善 ②  ニーズの把握と事業の改善

効果的か 効率的な業務を行うため ぜん息等の患者 効果的か 効率的に業務を行うため 事業参加者 の 効果的か 効率的に業務を行うため 事業参加者 の 助成事業を行 ている地方公共団体より意見 要望等 　効果的かつ効率的な業務を行うため、ぜん息等の患者、
地域住民のニーズを的確に把握し、事業の改善を図る。

　 効果的かつ効率的に業務を行うため、事業参加者への
アンケート調査等を実施し、ぜん息等の患者、地域住民の
満足度やニーズを的確に把握し、その結果を事業内容に
的確に反映させることにより事業の改善を図る。

　 効果的かつ効率的に業務を行うため、事業参加者への
アンケート調査等を実施し、ぜん息等の患者、地域住民の
満足度やニーズを的確に把握し、その結果を事業内容に
的確に反映させることにより事業の改善を図る。

・助成事業を行っている地方公共団体より意見、要望等
　　を聴取し、助成金交付要綱の改正内容に反映した。
　・平成18年度の事業参加者のアンケートを踏まえ、講習
　　会を、開催要望のあった全ての地方公共団体で実施す
　　るとともに、最新のガイドラインの内容で実施。
　・エコドライブコンテストについては、事業所からの要望
　　や選考委員からの意見を踏まえ、参加事業所数、参
　　加車両台数を拡大することができた。また、エコドライ
　　ブ推進ステッカーを新たに作成し、配布した。
　・エコドライブによる大気汚染物質の排出軽減効果の定
　　量的把握を平成20年度からの調査研究課題として公
　　募した。

③　 調査研究事業の実施及び評価 ③　 調査研究事業の実施及び評価 ③　 調査研究事業の実施及び評価 ③  調査研究事業の実施及び評価

ア　 ぜん息等の発症予防、健康回復に関する環境保健分
　 野及び大気環境の改善分野における調査研究の実施
　 に当たっては、大気の汚染の影響による健康被害を予
　 防する上で、より効果の高い事業に重点化し、調査研究

ア　 環境保健分野に係る調査研究については、地域住民
　 のぜん息等の発症予防、健康回復を図るための事業の
　 根拠となる知見の確立及び事業実施基盤の強化、事業
　 効果の適切な把握に係る課題に重点化し、また、大気

ア　中期計画の内容を踏まえ、
　・環境保健分野では、
　　「気管支ぜん息発症予防のための日常生活の管理・
　　指導」等を中心に目的を絞って６課題の研究を実施す

ア　環境保健分野及び大気環境の改善分野に係る調査
　研究の実施
 ①課題の重点化

・環境保健分野は、平成18年度から３カ年計画で６課題防す 、 り効果 高 事業 点 、調 研究
　 費総額を平成15年度比で20％削減する。

効果 適切 把握 係 課題 点 、 、大気
　 環境の改善分野に係る調査研究については、局地的な
　 大気汚染地域の大気汚染の改善に係る課題に重点化
　 を図る。

指導」等を中 目 を絞 課題 研究を実施す
　　る。
　・大気環境の改善分野については、平成18年度に実施し
　　た４課題中３課題を継続実施するほか、１課題を公募
　　により決定し、実施する。

環境保健分野 、 成 年度 年計画 課題
　　７研究を実施。
　・大気環境の改善分野は、平成17年度から３カ年計画で
　　３課題３研究を実施。

　　　これにより調査研究費総額を平成１５年度比で２０％
 　以上削減する。

　　 なお、調査研究費総額は平成15年度比で20％以上削
　減する。

　・調査研究費総額162百万円となり、平成15年度比で
　20％以上の削減するとの目標を達成維持した。

　　　なお、新規に採択する調査研究課題については、下
　 表に掲げる重点分野とスケジュールにより、公募制を導
 　入し透明性の確保を図る。公募の実施に当たっては、
　 ホームページ等を活用して広範な周知を図る。

　　 平成20年度から実施する大気環境の改善分野に関す
　る新規の調査研究課題について公募を開始する。公募
　の実施に当たっては、ホームページ等を活用して広範な
　周知を図る。

　・公募の実施に当たってはホームページ等を活用して
　　広範な周知を図った。

　　　また、調査研究課題については、重点分野等を中期
　 計画で定め、公募制を導入し、透明性の確保を図る。

　　　また、課題の採択については、外部の有識者による
 　評価を行い、公募の締切日から60日以内に決定する。

　　　また、大気環境の改善分野の新規課題の採択につい
　ては、外部の有識者による評価を行い、公募の締切日か
　ら60日以内に決定する。
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コメント19年度実績 評価中期目標 年度計画中期計画

〈参考〉調査研究費総額：15年度予算額（320百万円）

《環境保健分野》
　 ぜん息等の発症予防・健康回復、環境保健事業のメニ
 ューの提案、効果的な実施方法
　 平成18年度から実施する新規調査研究課題について、
 公募を17年度から実施
《大気環境の改善分野》
　 幹線道路の沿道の局地的な大気汚染の改善に資する
 ための交通流対策及び浄化手法
　 平成17年度から実施する新規調査研究課題について、
 公募を16年度から実施

イ 事業の達成度については 外部有識者による年度評 イ 各調査研究課題の外部有識者による評価として 各 イ 各調査研究課題の外部有識者による評価として 年度 イ 各調査研究課題の外部有識者による評価等イ　 事業の達成度については、外部有識者による年度評
 　価及び事後評価を行い、その結果を調査研究活動や各
 　分野における事業の展開等にフィードバックさせる。

イ　 各調査研究課題の外部有識者による評価として、各
 　年度毎に年度評価を行うとともに、課題の終了後には
 　事後評価を実施する。また、その評価結果については
 　研究者へフィードバックし、次年度の研究内容（研究資
 　源の配分、研究計画（中止を含む。））に反映させるほ
 　か、各分野における事業の展開にフィードバックさせる。

イ　各調査研究課題の外部有識者による評価として、年度
　評価を行うとともに、課題の終了後には事後評価を実施
　する。また、その評価結果については研究者へフィード
　バックし、次年度の研究内容（研究資源の配分、研究計
　画（中止を含む。））に反映させるほか、各分野における
　事業の展開にフィードバックさせる。

イ 各調査研究課題の外部有識者による評価等
　・環境保健分野における平成19年度の調査研究につい
　　ては、調査研究評価委員会を平成20年3月に開催し、
　　平成20年度の調査研究に反映。
　・環境改善分野における平成18年度の調査研究につい
　　ては、調査研究評価委員会を平成19年5月に開催し、
　　その結果を平成19年度の調査研究に反映。
　・「大気汚染改善に資する交通流対策に関する調査」は
　　前倒しで十分な成果を得ることができたので、平成18
　　年度をもって研究を終了し、成果を取りまとめた。

　
　

　　　また、研究成果については、研究発表会等で公表す
　 るほか、機構のホームページ上で広く公開する。

　　 また、研究成果については、研究発表会等で公表する
　ほか、機構のホームページ上で広く公開する。

　・調査研究成果は、助成事業や研修事業等の展開に
　　フィードバックさせた。
　・成果集を作成して地方公共団体へ配布したほか、ホ
　　ームページ上で公開。

④ 知識の普及及び情報提供の実施 ④ 知識の普及及び情報提供の実施 ④ 知識の普及及び情報提供の実施 ④ 知識の普及及び情報提供の実施④　 知識の普及及び情報提供の実施 ④　 知識の普及及び情報提供の実施 ④　 知識の普及及び情報提供の実施 ④  知識の普及及び情報提供の実施

 　環境保健及び大気環境の改善に関する最新の情報や知
見について、知識の普及、情報の提供事業を積極的に行
う。また、事業参加者等へのアンケート調査の回答者のうち
80％以上の者から満足が得られるようにする。

ア　 地域の住民のぜん息等の発症予防、健康回復及び
　 地域の大気環境の改善に係る知識の普及を行うため、
　 パンフレットの作成やぜん息等講演会の開催などの事
 　業を積極的に実施する。

ア　地域住民のぜん息等の発症予防、健康回復及び地域
　の大気環境の改善に係る知識の普及を行うため、パンフ
　レットの作成、ぜん息専門医等による講演会の開催やぜ
　ん息電話相談などの事業を積極的に実施する。

ア　知識普及
 ①パンフレットの配布
　・「すこやかライフ」など80種類、約360千部を配布
 ②事業の実施
　・講演会（６箇所）を実施
　・ぜん息等電話相談事業（1,223件）
　・水泳記録会（２箇所、参加者417人）
　・低公害車フェア（６箇所、来場者316,000人）
　・大気汚染防止推進月間の12月に各種啓発活動を実施
　・エコドライブコンテストを実施し、優秀な事業所を表彰す
　　るとともに、エコドライブ推進ステッカーを新たに作成
　　し、配布した。

　　　各事業については、それぞれの事業内容についての
 　評価を把握するため、当該事業が実施された年度の参
　 加者、利用者に対するアンケート調査を実施する。アン
 　ケートの調査結果を事業に反映させることにより、回答

者のうち80％以上の者から５段階評価で上から２段階

 　　各事業については、それぞれの事業内容についての
　評価を把握するため、当該事業が実施された年度の参
　加者、利用者に対するアンケート調査を実施する。アン
　ケートの調査結果を事業に反映させることにより、有効

回答者のうち80％以上の者から５段階評価で上から２段

　・アンケート調査を実施し、有効回答者のうち80％以上
　　の者から５段階中、上位２段階までの評価を得た。

　 者のうち80％以上の者から５段階評価で上から２段階
 　までの評価を得ることを達成するとともに、質の向上を
　 図る。

　回答者のうち80％以上の者から５段階評価で上から２段
　階までの評価を得ることを達成するとともに、質の向上
　を図る。

　　　また、既存のパンフレット等で、作成から５年以上を経
 　過したものについては、改訂のための参考としてアンケ
　 ート調査を実施し、必要に応じて内容の見直しを行って
 　いく。

　　また、既存のパンフレット等については、必要に応じて
　内容の見直しを行っていく。

 ③パンフレット等の見直し
　・既存のパンフレットについてアンケートを実施し、必要
　　な改訂を実施。

イ　 ホームページ等を活用し、各事業の実施を通じて得ら
　 れた最新の知見や情報を幅広く積極的に提供する。
　　　そのため､最新情報の収集・整理を積極的に進める
　 ほか、ホームページ利用者等のニーズの把握を行うと
　 ともに、ホームページの年間アクセス件数を今後５年間
　 に20％以上の増となることを目標とし、その達成に努め
　 る。

イ　ホームページを活用し、各事業の実施を通じて得られ
　た最新の知見や情報を幅広く積極的に提供する。また、
　予防事業提供誌を活用し、関係事業者等への情報提供
　を行う。

イ　ホームページ等による情報提供
 ①ホームページによる情報提供
　・予防事業の実施状況やイベントの開催等に関する情
　　報をホームページで提供。
　・予防事業に係るサイトのアクセス件数122,888件
　　　　（平成15年度74,958件）
　・低公害車普及パンフレットをホームページで提供
　・予防情報提供誌を作成し、関係地方公共団体へ配布
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コメント19年度実績 評価中期目標 年度計画中期計画

⑤　 研修の実施 ⑤　 研修の実施 ⑤　 研修の実施 ⑤  研修の実施

　 地方公共団体が実施する健康被害予防事業の従事者
が事業への理解を深め、事業実施に必要な知識を習得す
るため、効果的な研修を実施する。

　 地方公共団体が実施する健康相談事業、健康診査事
業、機能訓練事業及び大気環境の改善事業の従事者を対
象に、各事業への理解を深めるとともに事業実施に必要な
知識及び技術を理論的・実践的に習得することを目的とし
た効果的な研修を実施する。

　　地方公共団体が実施する健康相談事業、健康診査事
　業、機能訓練事業及び大気環境の改善事業の従事者を
　対象に、各事業への理解を深めるとともに事業実施に必
　要な知識及び技術等を理論的・実践的に習得することを
　目的に、機能訓練研修、保健指導研修(小児・成人)及び
　環境改善研修を実施する。

（１）効果的な研修事業の実施
　機能訓練研修、保健指導研修（小児・成人）及び環境改
善研修を実施。（受講者数延べ319人）

　 また、受講者へのアンケート調査の回答者のうち70％以
上の者から満足が得られるようにする。

　 また、研修ニーズを把握し、その内容を研修のカリキュラ
ム作成（講座内容、講師）等に反映させることにより、受講
者に対するアンケート調査結果が「有意義であった」との評
価を有効回答者のうち70％以上から得られるようにすると
ともに 質の向上を図る

　　また、研修ニーズを把握し、その内容を研修のカリキュ
　ラム作成（講座内容、講師）等に反映させることにより、
　受講者に対するアンケート調査結果が「有意義であった
　」との評価を有効回答者のうち70％以上から得られるよう

にするとともに 質の向上を図る

（２）研修ニーズの把握とカリキュラムの反映
　地方公共団体における研修ニーズを踏まえ、新たに「初
任者研修」及び「ぜん息キャンプフォローアップ研修」を
実施。なお、研修受講者にアンケートを実施した結果、５
段階中 上位２段階の評価が98％ともに、質の向上を図る。 　にするとともに、質の向上を図る。 段階中、上位２段階の評価が98％。

⑥　 助成事業の効果的・効率的な実施 ⑥　 助成事業の効果的・効率的な実施 ⑥　 助成事業の効果的・効率的な実施 ⑥  助成事業の効果的・効率的な実施

ア　 助成事業については、対象となる地方公共団体及び
　 地域住民のニーズを反映し、重点化を図る。

ア　 助成事業の重点化

ⅰ） 環境保健分野に係る助成事業については、健康相談
 　事業、健康診査事業、機能訓練事業等地域住民の健康
　 回復につながる事業に重点化を図る。

ア　 助成事業の重点化

ⅰ)　環境保健分野に係る助成事業については、地方公共
　団体と連絡・調整を図りつつ、健康相談事業、健康診査
　事業、機能訓練事業等地域住民のぜん息等の発症予
　防・健康回復に直接つながる事業に重点化を図る。

ア　助成事業の重点化
ⅰ)
　・健康相談事業、健康診査事業、機能訓練事業（ソフト
　　３事業）に重点化。
　　　事　業　名　　　　　　指　　標　　　　　　対象者数
　　健康相談事業　相談参加人数　　　　　　　　9，227人
　　健康診査事業　指導対象リスク児数　 　127，248人
　　機能訓練事業　事業参加延べ人数　　　　41，970人
　　　　　　　　合　　　　　計　　　　　　　　　　　 178，445人

　　　また、事業内容については、関係地方公共団体や地
 　域住民のニーズを把握し、地域住民が参加しやすく、よ

り効果的なぜん息等の発症予防及び健康回復を図るも

　 　また、事業内容については、関係地方公共団体や地
　域住民のニーズを的確に把握し、地域住民が参加しや

すく より効果的なぜん息等の発症予防及び健康回復

　・地方公共団体からの要望等については、地方公共団
　　体ごとにヒアリングを行い、きめ細かく対応するなどニ

ズの把握に努めた　 り効果的なぜん息等の発症予防及び健康回復を図るも
 　のとする。

　すく、より効果的なぜん息等の発症予防及び健康回復
　を図るものとする。

　ーズの把握に努めた。

　　　さらに、調査研究の成果を事業内容に反映させていく
　 こととする。

　　さらに、地方公共団体の担当者が出席する実務者連絡
　会議については、事例発表などの情報交換を積極的に行
　い、事業の効果的な実施に努める。
　　さらに、より多くの住民が事業に参加できるよう、地方公
　共団体と共同で事業の紹介を行う。

　・地方公共団体の担当者が出席する実務者連絡会議で
　　は、事例発表などの情報交換を積極的に行った。
　・最新の調査研究の成果を生かし、「ぜん息キャンプマ
　　ニュアル」を改訂する検討を行った。

ⅱ） 大気環境の改善分野に係る助成事業については、関
 　係地方公共団体等のニーズを反映しつつ、高い効果を
　 見込める局地的大気汚染地域の大気汚染の改善を中
 　心とする事業で、国、地方公共団体の施策を補完して
　 機構が特に取り組む必要性の高いものに重点化を図る。

ⅱ)　大気環境の改善分野に係る助成事業については、関
　係地方公共団体等のニーズを反映しつつ、最新規制適合
　車等への代替促進等局地的な大気汚染地域の大気汚染
　地域の大気汚染の改善につながる事業を引き続き実施
す

ⅱ) 最新規制適合車への代替促進事業については、エコ
　ドライブ支援装置又はアイドリングストップ機能を有した
　装置を搭載したバス、トラック等へ代替する場合に限
　り、代替前の車両廃棄の条件を免除し、代替促進に

努めた。

　　　なお、低公害車普及（助成）事業については、国等の
 　低公害車普及に対する補助制度が大幅に充実されてき
　 たこと等を踏まえ、平成16年度に必要な見直しを行うこ
 　ととする。

　　　なお、代替の効果的促進を図るため、助成内容の変
更
　を行う。

　

イ　 助成金の交付申請に係る電子化の推進により、助成
 　金交付決定等に係る事務処理日数を平成15年度実績
　 以下とする等地方公共団体の事務負担の軽減、効率化
 　を図る。

イ　 地方公共団体における電子化の進展状況を勘案しつ
　 つ、助成金交付申請等手続のオンラインによる電子化
　 を推進し、地方公共団体の事務負担の軽減を図る。

イ　地方公共団体における電子化の進展状況を勘案しつ
　つ、助成金交付申請等手続のオンラインシステムを活用
　し、地方公共団体の事務負担の軽減を図る。

イ　助成金交付申請等手続きの電子化等

　　　また、オンライン申請等システムと内部事務処理シス
　 テムを連動させることにより、助成金交付決定等に係る
 　事務処理日数を平成15年度実績に対し、５年間で20％
　 削減する。

　　また、オンライン化が不可能な地方公共団体に対し、フ
　ロッピーディスク等による申請も受付けることとする。な
　お、助成金交付決定等に係る事務処理日数は、平成15
　年度比20％削減の水準を維持する。

　・申請等の内容を内部事務処理システムへのデータ転
　　送等により処理した結果、事務処理日数は、中期計画
　　に定める事務処理日数の20％削減を達成した。
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コメント19年度実績 評価中期目標 年度計画中期計画

〈地球環境基金業務〉 〈地球環境基金業務〉 〈地球環境基金業務〉 〈地球環境基金業務〉 Ａ
（１）助成事業に係る事項 （１）助成事業に係る事項 （１）助成事業に係る事項 （１）助成事業に係る事項 Ａ
①　 助成の固定化の回避 ①　 助成の固定化の回避 ①　 助成の固定化の回避 ①  助成の固定化の回避

　 助成金が特定の団体への恒常的資金として固定しない
よう、一つの事業に対する助成継続年数は原則として３年
間、特段の事情がある場合でも５年間を限度とする。

　 一つの事業に対する助成継続年数は、３年間を限度と
し、特段の事情がある場合でも５年を超えないこととするこ
とを募集要項に明記し厳正に履行する。

　一つの事業に対する助成継続年数は、３年間を限度と
し、特段の事情がある場合でも５年を超えないこととするこ
とを募集要領に明記し厳正に履行する。

　・平成19年度の採択件数174件中、３年を越える採択助
　　成案件はなかった。
　・平成20年度助成金交付要望募集要領に「一つの活動
　　に対する助成期間は原則として３年間を限度とする。」
　　旨を明記し、平成19年12月に公表。
　・平成20年度募集要領から過去に基金の助成を受けた
　　ことのない団体を対象として「発展助成」を新設。

② 助成の重点化等 ② 助成の重点化等 ② 助成の重点化等 ② 助成の重点化等

　助成事業の継続年数について、３年を限度とすることによ
り事業の固定化を回避するとともに、対象分野及び対象地
域の重点化が適切に推進されている。第三者による評価
専門委員会において、平成１８年度の事後評価結果をとり
まとめ、評価対象団体に伝えるとともに、ホームページで公
表し、平成１９年度の事後評価を適切に実施するとともに、
平成２０年度募集から、過去に地球環境基金の助成を受け
たことのない団体を対象とした「発展助成」を新設したこと等
は評価できる。また、処理期間の短縮及び募集期間の早期
化、並びにホームページの拡充等助成対象事業者の利便
性向上に向けた取組が推進されている。今後とも、助成対
象分野及び対象地域の重点化を図り、あわせて事後評価
結果を活用した助成事業の成果報告を期待するとともに②　 助成の重点化等 ②　 助成の重点化等 ②　 助成の重点化等 ②  助成の重点化等

　 助成対象については、環境基本計画の重点分野等国の
政策目標や社会情勢等を勘案して助成の重点化を図り、
第三者による委員会の評価等を踏まえて縮減を図る。

　 助成対象については、環境基本計画の重点分野等国の
政策目標や社会情勢等を勘案した分野に、また海外の助
成対象地域については、開発途上地域のうちアセアン地域
などのアジア太平洋地域を中心とする地域に重点化を図
り、第三者による委員会の評価等を踏まえて縮減を図る。

　 助成対象については、環境基本計画の重点分野等国の
政策目標や社会情勢等を勘案した分野に、また海外の助
成対象地域については、開発途上地域のうちアセアン地域
などのアジア太平洋地域を中心とする地域に重点化を図
る。
　また、地球環境基金運営委員会の下に設置した評価専
門委員会において事後評価を実施する。

１）助成対象分野及び海外助成対象地域の重点化
　・助成対象分野は、重点配慮事項として地球温暖化防
　　止、循環型社会形成等の分野で71．3％を採択。
　・海外助成対象地域は、開発途上地域のうちアジア太
　　平洋地域が占める割合は、88．9％となった。
　・平成20年度の重点配慮事項として、地球温暖化防
　　止、生物多様性保全及び３Ｒ対策などの国の政策を踏
　　まえた内容とすることが、助成専門委員会で決定。
２）第三者による事後評価
　・平成19年度の評価専門委員会で、平成18年度の評価
　　結果、平成19年度の評価対象プロジェクトの選定及
　　び評価視点の検討を実施。
　・国内14団体及び海外２団体を選定して事後評価を実
　　施。

③　 処理期間の短縮 ③　 処理期間の短縮 ③　 処理期間の短縮 ③  処理期間の短縮

助成金の支給に当たり 厳正な審査を引き続き実施し 助成金の支給に当たり 厳正な審査を引き続き実施し 助成金の支給に当たり 厳正な審査を引き続き実施し 支払い申請書の審査完了したものを各振込日の7日前

結果を活用した助成事業の成果報告を期待するとともに、
引き続き事務処理の効率化を図り、助成対象事業者の利
便性向上が図られることを期待する。

　 助成金の支給に当たり、厳正な審査を引き続き実施しつ
つ、１件当たりの平均処理期間を平成15年度実績に対し、
５年間で１０％短縮する。

　 助成金の支給に当たり、厳正な審査を引き続き実施しつ
つ、事務手続きの効率化を図ること、担当者の審査能力向
上を図ること等により、支払申請書受付から支払までの１
件当たりの平均処理期間を平成15年度実績に対し、５年間
で10％短縮する。

　助成金の支給に当たり、厳正な審査を引き続き実施しつ
つ、振込日の分割を継続し、支払申請書受付から支払いま
での１件当たりの平均処理期間を平成15年度比10％短縮
の水準を維持する。

・支払い申請書の審査完了したものを各振込日の7日前
　　に経理部門へ回し、処理期間の短縮を図ったことによ
　　り、12.9％の処理期間を短縮。
　・平成19年度処理期間：27.21日（平成15年度処理
　　　期間：31.24日）

④　 第三者機関による評価を踏まえた対応 ④　 第三者機関による評価を踏まえた対応 ④　 第三者機関による評価を踏まえた対応 ④  第三者機関による評価を踏まえた対応

 　民間団体の代表者等の参加を得た評価委員会等の第
三者による事業の成果の評価を踏まえ、助成金交付の募
集要領・審査方針の見直しを行う。

　 民間団体の代表者等の参加を得た第三者による委員会
等により、毎年具体的な助成金交付に係る募集要領と審査
方針を策定のうえ審査を行い、結果を公表する。

　民間団体の代表者等の参加を得た助成専門委員会等に
より、具体的な助成金交付に係る募集要領と審査方針を策
定のうえ審査を行い、結果を公表する。

（１）事前審査
　・平成19年度助成金交付について、助成専門委員会（
　　平成19年４月５日）において審査し、176件を採択し、
　　609百万円を交付決定。採択結果をホームページ等
　　で公表。
　・助成専門委員会（平成19年12月３日）において、平成
　　20年度助成金交付に係る具体的な募集要領、審査方
　　針を策定。
　・募集を行って提出された要望案件について同委員会
　　（平成20年３月４日、27日）で審査を実施し、地球環境
　　基金運営委員会の採択審査を行い、結果をホームペ

　ージ等で公表。

　 助成した事業の成果についても評価を行い、評価結果を
公表するとともに、募集要領と審査方針に反映させる。

　助成した事業の成果について評価要領に基づき、事後評
価を実施する。
　また、平成18年度評価結果を公表するとともに、評価専
門委員会の意見を踏まえ助成専門委員会において、募集
要領及び審査方針等へ反映させる。

（２）事後評価
　・平成18年度の事後評価結果をホームページで公表する
　　とともに、評価専門委員会からの提言を踏まえて、定
　　量的、定性的目標については、交付要綱の改正を行っ
　　た。平成19年度募集案内に反映
　・国内14団体、海外２団体を選定し、事後評価を実施。
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コメント19年度実績 評価中期目標 年度計画中期計画

⑤　 利用者の利便向上を図る措置 ⑤　 利用者の利便向上を図る措置 ⑤　 利用者の利便向上を図る措置 ⑤  利用者の利便向上を図る措置

　 募集時期の早期化を図り、年度の早い時期に助成金の
交付決定を行い、各種申請等の電子化等により利用者の
利便の向上を図る。

ア　 募集時期の早期化を図り、年度末助成金支払事務と
 　の調整、継続案件の事前審査等を行うことにより年度の
 　早い時期に助成案件の内定及び交付決定通知を行う。

ア　平成18年度の検討結果を踏まえ、現行の枠組みの下
で
　募集及び内定を行い、交付決定の早期化を前年度と同水
　準で維持する。

　・平成19年度の助成採択案について
　　内　　　定：平成19年４月17日（平成18年4月18日）
　　交付決定：平成19年7月　3日（平成18年7月　3日）

イ　 募集案内、各種申請書等の様式をホームページから
 　ダウンロードできるようにすること、ホームページ上での
 　事業に係るＱ＆Ａを充実すること等により、助成金交付
　 要望団体や助成先団体への利便性を図る。

イ　助成金交付要望団体や助成先団体への利便性の向上
　を図るため、募集案内、各種申請書等の様式をホームペ
　ージからダウンロードできるようにするほか、ホームペー
ジ

上での事業に係るＱ＆Ａの充実等を推進する

　・募集要領決定次第、募集案内及び申請様式（ダウン
　　ロード可）等の情報をホームページに掲載
　・利用者サイドに立って分かりやすいものとなるよう募集
　　内容の体裁及び文言の見直しを行った。

　上での事業に係るＱ＆Ａの充実等を推進する。
ウ　 助成先団体一覧、活動事例及び評価結果をホーム
　 ページで紹介し、より広範な情報提供を行う。

ウ　助成先団体一覧及び活動事例をホームページで速や
　かに紹介し、より広範な情報提供を行う。

　・助成先団体一覧をホームページ（７月）及び地球環境
　　基金便り（１２月）で公表。
　・平成18年度活動報告集を平成19年10月に関係機関や
　　団体に配布し、ホームページに掲載。
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コメント19年度実績 評価中期目標 年度計画中期計画

（２）振興事業に係る事項 （２）振興事業に係る事項 （２）振興事業に係る事項 （２）振興事業に係る事項 Ａ
①　 調査事業の重点化 ①　 調査事業の重点化 ①　 調査事業の重点化 ①  調査事業の重点化

　 調査事業について、国の政策目標等に沿った課題に重
点化を図る。

 　調査事業について、重点施策等国の政策目標や民間団
体等のニーズに沿った課題に重点化を図る。

　 調査事業について、重点施策等国の政策目標に沿った
調査研究に取り組むとともに、研修事業として開催する講
座等を活用して、民間団体等のニーズ調査を行う。

　調査事業は、国の政策目標に沿って、次の課題に重点
化して実施。
（１）環境保全に関する協働活動推進モデル事業：
　　　神奈川地区、三重地区、愛知・三重・岐阜地区
（２）環境ＮＧＯ総覧作成調査
　・平成20年度環境ＮＧＯ総覧を作成するため、全国
　　約16,300団体に対し、アンケート調査を実施。
　・要請に基づく、掲載データの修正及び追加登録を随時
　　実施。
（３）民間団体等のニーズ把握のため、環境ＮＧＯと市民

の集い等の講座において アンケート調査を実施

　重点施策等国の政策目標に沿った調査研究事業の重点
化が図られている。研修事業については、研修ニーズの把
握に努め、質の向上を図り、アンケート調査の結果高い評
価を得ている。今後は、アンケート調査を踏まえた研修内
容の一層の充実を期待する。

　の集い等の講座において、アンケート調査を実施。

②　 研修事業の効果的な実施 ②　 研修事業の効果的な実施 ②　 研修事業の効果的な実施 ②  研修事業の効果的な実施

 　受講者等へのアンケート調査の回答者のうち70％以上
の者から満足が得られるようにする。

　 研修ニーズを把握し、その内容を研修カリキュラム作成
（講座内容、講師）等に反映させることにより、受講者に対
するアンケート調査結果が「有意義であった」との評価を有
効回答者のうち７０％以上から得られるようにするとともに、
質の向上を図る。

　 研修ニーズを把握し、その内容を研修カリキュラム作成
（講座内容、講師）等に反映させ、質の向上を図るため、受
講者に対するアンケート調査を行い、有効回答者のうち
70％以上から「有意義であった」との評価を得られなかった
ものについては、次年度に向けた改善を図る。

　・10種26講座を開催し、講座受講者に対し、カリキュラ
　　ム等の評価及びニーズの把握のためのアンケート調
　　査を実施。
　・平成18年度のニーズ調査結果を基に、新規講座を開
　　催
　・アンケート回答者のうち、全ての講座において有効回
　　答者の70％以上から「有意義であった」と評価。

（３）地球環境基金の運用等について （３）地球環境基金の運用等について （３）地球環境基金の運用等について （３）地球環境基金の運用等について Ａ
　 地球環境基金の広報に努め、国民・事業者等からの理
解と広範な支援を得る。また、基金の適正かつ効果的な運
用を図る。

　 民間出えん金の受入状況や基金の造成状況を掲載する
等ホームページや広報誌の充実を図り、地球環境基金事
業の役割に対する国民・事業者等の理解を得て、中期目標
期間中の募金等の総額が平成15年度末までの５ヵ年間の
出えん金の総額を上回るよう募金等の活動を行う。

　 民間出えん金の受入状況や基金の造成状況を掲載する
等ホームページや広報誌の充実を図り、地球環境基金事
業の役割に対する国民・事業者等の理解が得られるように
努め、基金の更なる積増しを図るため、引き続き積極的に
募金等の活動を行う。

１）募金活動等
　・地球環境基金事業の役割に対する理解が得られるよ
　　うホームページで寄付の方法や基金の造成状況、助
　　成件数や助成金の推移を掲載
　・民間企業等に寄付、募金箱の設置等に関する働きか

けを行い （株） ミリ ト （株）西武百貨店

　地球環境基金については、中期計画に基づき適切な規模
の業務が実施されているが、基金の運用状況等を踏まえ
れば、民間寄付金の受入れの努力は重要である。民間寄
付金の受入れについては、募金活動を積極的に実施したこ
とにより、基金創設以降最大であった平成１８年度の実績
を上回る寄付金額となり、中期計画に定められた金額も大
きく上回り 特に優れた成果が上が たものと評価 きる　けを行い、（株）ファミリーマート、（株）西武百貨店、

　　（株）千葉銀行等からの寄付を受け入れた。
　・平成19年度寄付金受入実績：68,633千円
　　（平成16年度からの累計額：149,594千円）

　 また、地球環境基金の運用につき、安全かつ有利な運用
に努める。

　また、地球環境基金の運用につき、安全かつ有利な運用
に努める。

２）基金運用状況
　平成19年度中に満期等を迎える財政融資資金預託金
（4,405百万円）について、安全かつ有利な運用に努め
た。

〈ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理基金による助成業務〉 〈ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理基金による助成業務〉 〈ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理基金による助成業務〉 〈ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理基金による助成業務〉 Ｂ
 　助成業務の遂行に際しては、審査基準及びこれに基づく
事業の採択について透明性・公平性を確保する。また、こ
れら審査基準とあわせ、助成対象事業の実施状況等結果
を公表する。

　 助成金交付の透明性・公平性を確保するため、審査基準
及びこれに基づく事業の採択、並びに助成対象事業の実
施状況等をホームページ等において公表する。

　 助成金交付の透明性・公平性を確保するため、事業の採
択及び助成対象事業の実施状況等をホームページ等にお
いて公表する。

　・助成金交付申請のあった軽減事業について、慎重に
　　審査を行い、助成金を交付し、実施状況について、
　　ホームページで公表。

〈維持管理積立金の管理業務〉 〈維持管理積立金の管理業務〉 〈維持管理積立金の管理業務〉 〈維持管理積立金の管理業務〉 Ｂ

　助成業務を円滑に遂行し、業務の実施状況についてホー
ムページで公表を行うなど、業務の透明性の確保を図って
いる。

　積立金の管理を適正に行うとともに、積立者に対する運

きく上回り、特に優れた成果が上がったものと評価できる。
引き続き、この基金の役割の理解を得るため、更なる努力
を期待する。

　 廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく維持管理
積立金の積立者に対し運用状況等の情報提供を行う等、
透明性の確保に努める

　 廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく維持管理
積立金の積立者に対し運用状況等の情報提供を行う等、
透明性を確保し、運用利息額等を定期的に通知する。

　 廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく維持管理
積立金の積立者に対し運用状況等の情報提供を行う等、
透明性を確保し、運用利息額等を定期的に通知する。

　・維持管理積立金の積立者に対し、運用利息額等につ
　　いて通知。（1,307件）

用利息額等の通知をこれまで同様に実行している。
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コメント19年度実績 評価中期目標 年度計画中期計画

〈石綿健康被害救済業務〉 〈石綿健康被害救済業務〉 〈石綿健康被害救済業務〉 〈石綿健康被害救済業務〉 Ａ
（１）制度に関する情報提供 （１）制度に関する情報提供 （１）制度に関する情報提供 （１）制度に関する情報提供 Ａ
①　 制度周知のための広報活動を積極的に行い、救済制
　 度を幅広く国民に周知する。

①　 救済制度について､広報実施計画を定め､ポスター､
　 パンフレットの作成・配布及び専門誌､広報誌など多様
　 な媒体を活用し、確実かつ広範な広報を実施する。

①　救済制度について、広報実施計画を定め、ポスター、
　パンフレットの作成・配布及び新聞一般紙、専門誌、広報
　誌など多様な媒体を活用し、確実かつ広範な広報を実施
　する。

　・救済制度について、広報実施計画を定め、広範な広報
　　を実施。

②　 申請書類等については､都道府県等、地方環境事務
　 所に備え置くほか、機構ホームページに掲載し、簡単に
 　入手できるよう配慮する。

②　 石綿健康被害者及びその遺族等が速やかに手続き
　 が行えるよう、申請書類等を都道府県等、地方環境事
 　務所に備え置くほか、機構ホームページに申請手続き、
　 記載例等を掲載する。

②　石綿健康被害者及びその遺族等が速やかに手続きが
　行えるよう、申請書類等を都道府県等、地方環境事務所
　に備え置く。また、機構ホームページに掲載している申請
　手続き、記載例等については、適宜、見直しを行う。

　・申請書類等を都道府県等、地方環境事務所に備え置
　　くとともに、ホームページに申請手続（各種届出・様式
　　のダウンロード可）、記載事例等を掲載。

③　 制度に関する相談､質問事項に的確に対応し、来訪
　 者の利便性の向上を図る。

③　 制度に関する相談､質問事項に対応するため、無料
 　電話相談や機構内に相談窓口を設け､来訪者に対し、

③ 制度に関する相談、質問事項に対応するため、無料電
　話相談や、機構内に相談窓口を設け来訪者に対し制度

　・無料電話や相談窓口で制度及び申請手続きなどにつ
　いての相談に対応。

　広報実施計画を策定して、多種多様な媒体を活用し、救
済制度について確実かつ広範な広報活動が実施され、適
切な成果を上げたと評価できる。また、被害者及び遺族等
が速やかに手続を行えるように、マニュアルの改訂、説明
会の開催等情報提供に努めるなど、着実な成果を上げたと
評価できる。

者の利便性の向 を図る。 電話相談や機構内 相談窓 を設け､来訪者 対し、
　 制度及び申請手続きの説明を行う。

話相談や、機構内 相談窓 を設け来訪者 対し制度
　及び申請手続きの説明を行う。

ての相談 対応。
　・保健所担当者向け説明会を全国６箇所で実施。

　　　また､保健所等の担当者向けのマニュアルを整備す
 　るなど､申請書類等の不備により処理に時間を要する

事案を減らし 業務の効率化を図る

　　　また､申請等の受付業務の委託を受ける保健所等の
 　担当者が適切に業務を処理できるようにマニュアルの

整備を図ることにより 申請書類等の不備により処理に

　　また、申請等の受付業務の委託を受ける保健所等の
　担当者が適切に業務を処理できるようマニュアルについ

ては 適宜 見直しを行う

　・平成18年度アンケート結果を踏まえ、保健所等の「申
　　請・請求受付窓口担当者用Ｑ＆Ａ集」改訂版を配布。

　 事案を減らし、業務の効率化を図る。 　 整備を図ることにより､申請書類等の不備により処理に
　 時間を要する事案を減らし、業務の効率化を図る。

　ては、適宜、見直しを行う。

④　 救済制度に関する情報提供の内容を充実させ､ 制度
　 の運営状況を公表する。

④　 無料電話相談、相談窓口､ホームページを通じて､利
 　用者の意見・要望を聴取し､情報内容の改善を図るとと
　 もに、制度運営状況について公表する。

④　無料電話相談、相談窓口、ホームページを通じて、利
　用者の意見・要望を聴取・整理し、ホームページの充実
　を図るとともに整理するとともに、制度の運営状況につい
　て公表する。

　・ホームページで制度の運営状況を公表。

（２）石綿健康被害者の認定 （２）石綿健康被害者の認定 （２）石綿健康被害者の認定 （２）石綿健康被害者の認定 Ａ
　救済給付の認定申請について迅速な処理を図る。 　　認定申請書等の受付後､環境大臣に医学的判定を要す

る事項に関する判定を申し出るに当たり、執務マニュアル
の作成により手続きの標準化を図り、迅速な処理を 　行
う。

　認定申請書等の受付後、環境大臣に医学的判定を要す
る事項に関する判定を申し出るに当たり、執務マニュアル
に基づき、迅速な処理を行う。

　・平成19年度に療養者からの認定申請1,073件、特別遺
　　族弔慰金等請求352件、計１,425件を受付。
　・認定申請については、平成18年度に受け付け審査中で
　　あった509件を加え、1,582件の審査を行い、1,083件に
　　ついて認定等の処理を終了し、この他に医学的判定
　　に進んでいるものが227件となっている。
　・特別遺族弔慰金等請求については、平成18年度に受
　　け付け審査中であった359件を加え、711件の審査を
　　行い、582件について認定等の処理を終了し、この他

に医学的判定に進んでいるものが69件とな ている

　執務マニュアルの改訂などの取組により、迅速な処理に
努め、平成１８年度からの累計認定申請５，３５０件に対し、
９割弱の認定等の処理を行い、成果を上げたことは評価で
きる。なお、「医学的判定に進んでいるもの」及び「その他審
査中のもの」については、詳しいデータを業務実績報告書
に記載を追加すべきことを付記する。

　に医学的判定に進んでいるものが69件となっている。
　

　また、実施状況を踏まえつつ、適宜、執務マニュアルの見
直しを行う。

　また、受付、審査等の処理状況を踏まえつつ、適宜、執務
マニュアルの見直しを行う。

　・平成18年度に作成した事務処理方法についてのマニュ
　　アルの改訂版を作成。

（３）救済給付の支給 （３）救済給付の支給 （３）救済給付の支給 （３）救済給付の支給 Ａ
①　 救済給付の支給の請求について、迅速かつ適切な処
 　理を行う。

①　 救済給付の支給の請求について、執務マニュアルの
 　作成により手続きの標準化を図り、迅速かつ適正な審
　 査、支給を行う。

①　救済給付の支給の請求について、執務マニュアルに
　基づき、適切な処理を行う。
　　また、救済給付の支給状況を踏まえつつ、適宜執務マ
　ニュアルの見直しを行う。

　・平成19年度の被認定者等に対する医療費等、1,704
　　百万円、特別弔慰金等、996百万円の支給を行った。
　・執務マニュアルの改訂版を作成した。

②　 救済給付の支給を受けた石綿健康被害者及びその
　 遺族等が救済給付の支給に係る申請手続き等につい
 　て有している意見等を把握し、利便性の向上を図る。

②　 救済給付の支給を受けた石綿健康被害者及びその
 　遺族等を対象に、救済給付の支給に係る手続きや申請
　 書類等の提出に係る意見等を把握するための調査を行
 　い、ニーズを把握するとともに、手続きの改善等を行う
　 ことにより､利便性の向上を図る。

②　救済給付の支給を受けた石綿健康被害者及びその遺
　族等を対象に、救済給付の支給に係る手続きや申請書
　類等の提出に係る意見等を把握するための調査を実施
　する。

　・被認定患者に対し、認定申請に際しての申請手続や
　　申請相談等の実態等の把握ため、認定時及び現況
　　届の提出時にアンケートを実施（３種類）。
　・特別遺族弔慰金等認定者に対するアンケートを実施。
　・これらのアンケート集計結果を基に広報の充実を図る
　　とともに、医療手帳の使い方や医療費請求の仕方等を

　執務マニュアルを改訂するなど、救済給付対応への準備
が進められ、適正かつ迅速に支給を行ったことは評価でき
る。

　　解説したパンフレットの作成や、手引きの改訂版を作
　　成した。
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コメント19年度実績 評価中期目標 年度計画中期計画

（４）申請者、請求者情報の管理 （４）申請者、請求者情報の管理 （４）申請者、請求者情報の管理 （４）申請者、請求者情報の管理 Ａ
　申請者、請求者等の個人情報を適切に管理し、情報の漏
洩などがないよう措置を講ずる。

　申請者、請求者等の個人情報の保護を図るため、申請書
類等の管理を厳重に行うとともに、認定申請から給付に至
る情報を管理するための情報処理システムを構 　築する。

　申請者・請求者等の個人情報の保護を図るため、申請書
類等の管理を厳重に行うとともに、個人情報保護の高度化
を検討する。

　・認定申請書類を厳重に保管・管理
　・認定申請書及び特別遺族弔慰金等請求書に係る情報
　　を管理するための認定・給付システムについて、一層
　　の個人情報保護の高度化を図るための方策について
　　検討を実施。

（５）救済給付費用の徴収 （５）救済給付費用の徴収 （５）救済給付費用の徴収 （５）救済給付費用の徴収 Ａ
①　 船舶所有者及び特別事業主から、救済給付の支給に
　 必要な費用を確保するため、納付義務者に対し制度の
 　周知を図り、平成19年４月より拠出金を徴収する。

①　 船舶所有者からの一般拠出金及び特別事業主から
　 の特別拠出金の適正な徴収を図るため、納付義務者に
 　対し、上記（１）の情報提供を通じて制度への理解を求
　 め、平成19年４月より拠出金を徴収する。

①　船舶所有者からの一般拠出金及び特別事業主からの
　特別拠出金について、引き続き関係機関との連携を図
　り、適正な徴収及び収納を行う。

　・船舶所有者からの拠出金納付額は、納付義務予定者
　　からの納付見込額に対し、約９割の徴収率となった。
　・平成19年４月からコンビニエンスストア等で納付可能
　　なペイジーによる受け付けを開始し、納付金額、件数と

もに全体の７割を占めた

　申請者、請求者等の個人情報の管理については、十分留
意し適正な管理を実施したことは評価できる。

　拠出金については、概ね適正かつ円滑に徴収・収納され
ているものと認められる。また、制度への理解を深めるため
に、ホームページの充実やポスター・パンフレット作成、配
布等情報の発信に努めたことは評価できる。

　もに全体の７割を占めた。

②　 納付義務者の相談、質問事項に対応するため、納付
　 義務者に対する提供情報等の充実を図る。

②　 納付義務者の相談、質問事項に対応するため、申告
 　に関する手引やホームページにおける説明資料の充実
　 を図る。

②　納付義務者の相談、質問事項に対応するため、申告
　に関する手引やホームページ等の充実を図る。

　・納付義務者からの相談、質問に対応（1,949件）
　・申告に関する手引きを作成
　・ホームページの更新を実施。
　・ポスター、パンフレットの作成し、それぞれ船舶所有者
　　や関係機関・団体へ配布した。
　　　ポスター：500枚
　　　パンフレット：15,000部
　　　チラシ：7,000枚
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コメント19年度実績 評価中期目標 年度計画中期計画

第４．財務内容の改善に関する事項 ３．予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資
　金計画

３．予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資
 金計画

３．予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資
金計画

Ａ

（１）予算、収支計画及び資
　　 金計画の作成等

（１）予算
（２）収支計画
（３）資金計画

（１）予算
（２）収支計画
（３）資金計画

（１）予算
（２）収支計画　　報告書Ｐ95～Ｐ104のとおり
（３）資金計画

－

　 自己収入の確保に努め、「第２．業務運営の効率化に関
する事項」で定める事項に配慮した中期計画の予算及び資
金計画を作成し、当該予算による運営を行う。

（２）承継業務に係る債権・債務の適切な処理 （４）承継業務に係る債権・債務の適切な処理 （４）承継業務に係る債権・債務の適切な処理 （４）承継業務に係る債権・債務の適切な処理 Ａ
 　破産更生債権及びこれに準ずる債権並びに貸倒懸念債
権について、各年度における債務者の財務状況に照らして
返済確実性があると認められるものを除き 中期目標期間

　 破産更生債権及びこれに準ずる債権並びに貸倒懸念債
権のうち、会社更生法・民事再生法に基づく計画認可の決
定 商法に基づく整理計画の決定 銀行取引停止処分 解

　 破産更生債権及びこれに準ずる債権並びに貸倒懸念債
権のうち、会社更生法・民事再生法に基づく計画認可の決
定 商法に基づく整理計画の決定 銀行取引停止処分 解

（１）償却処理状況
　　・平成19年度貸倒償却額　約７億円

（平成18年度約15億円）

　破産更生債権等の償却処理が迅速に実行されるととも
に、正常債権以外の債権の回収額が、年度計画を大きく上
回って回収できたことなどについて評価できる。今後も着実
な推進が望まれる なお より適正な評価を行うため 業務返済確実性があると認められるものを除き、中期目標期間

中にすべての債権の償却処理を終了する。
定、商法に基づく整理計画の決定、銀行取引停止処分、解
散・清算・事業閉鎖に至ったものその他財務状況からみて
返済確実性の認められない債権について迅速に償却処理
を行う。

定、商法に基づく整理計画の決定、銀行取引停止処分、解
散・清算・事業閉鎖に至ったものその他財務状況からみて
返済確実性の認められない債権について迅速に償却処理
を行う。

　 （平成18年度約15億円）

　 また、以下のとおり債権管理回収業務を積極的に推進す
る。

　 また、以下のとおり債権管理回収業務を積極的に推進す
る。

（２）正常債権以外の債権からの回収状況
①　 返済慫慂 ①　 返済慫慂 ①  返済慫慂

　 財務状況から見て返済確実性があると認められるにもか
かわらず、返済に問題があるものに対しては、債権回収専
門会社（サービサー）への外部委託も含め厳正に返済を慫
慂し、回収を協力に促進する。

　 財務状況から見て返済確実性があると認められるにもか
かわらず、返済に問題があるものに対しては、債権回収専
門会社（サービサー）への外部委託も含め厳正に返済を慫
慂し、回収を強力に促進する。

　　・約11億円 ア　　（平成18年度約23億円）

②　 法的処理 ②　 法的処理 ②  法的処理

　 破産更生債権及びこれに準ずる債権について法的処理
を厳正に進めるとともに、貸倒懸念債権については、引き
続き返済猶予の認定を厳格に行い、その上で法的処理が
適当と認められるものについては、期限の利益を喪失さ

　 破産更生債権及びこれに準ずる債権について法的処理
を厳正に進めるとともに、貸倒懸念債権については、引き
続き返済猶予の認定を厳格に行い、その上で法的処理が
適当と認められるものについては、期限の利益を喪失さ

　　・約12億円 イ　　（平成18年度約４億円）
　　・平成19年度期首の競売・破産申立等の法的処理係
　　　属中案件15件、平成19年度中の新規案件10件、
　　　平成19年度中の処分終了案件８件、平成19年度

な推進が望まれる。なお、より適正な評価を行うため、業務
実績報告書の記載内容について、見直すことが必要である
旨を付記する。

せ、実態に応じて担保処分等を積極的に推進する。 せ、実態に応じて担保処分等を積極的に推進する。 　　　末係属案件17件

③　 債権分割 ③　 債権分割 ③  債権分割

　 特定の組合員企業の破綻などにより組合全体として債務
返済に困難をきたしている中小企業組合について、健全な
組合員からの回収を早期に行う等により、回収額を最大化
できると認められる場合には、債権分割により回収を行う。

　 特定の組合員企業の破綻などにより組合全体として債務
返済に困難をきたしている中小企業組合について、健全な
組合員からの回収を早期に行う等により、回収額を最大化
できると認められる場合には、債権分割により回収を行う。

　　・約42億円 ウ　　（平成18年度約42億円）
　　・平成19年度は１件の債権分割を実施、平成19年
　　　度末債権分割先累計は35組合

　 また、債権回収については、中期目標期間中に正常債
権以外の債権から200億円を上回る回収を目標とする。

　 上記①～③の方法等により、中期目標期間中に正常債
権以外の債権（平成16年度期首見込約900億円）から200
億円を上回る回収を見込む。

　 上記①～③の方法等により、平成19年度中に正常債権
以外の債権から40億円を上回る回収を見込む。

　　・前３項目による正常債権以外の債権の回収状況
　　　合計（ ア ＋ イ ＋ ウ ）　約65億円（平成18年度
　　　約69億円）

　 なお、環境省は、独立行政法人環境再生保全機構法附
則第１３条に基づき、債権管理回収業務の確実かつ円滑な
実施のため必要な補助金を各年度においてできる限り平準
的な額となるよう要求する。

　 上記の処理に加え、経費削減、債券発行による資金調
達及び回収努力等の最大限の自助努力を行うことを前提と
して、繰越欠損金のうち承継業務に係る元本債権の貸倒引
当金相当額（16年度期首見込約360億円）の解消に必要な
補助金が、中期目標期間中、次期中期目標期間中の10年
間で、できる限り平準的な額として、予算の定めるところに

　 上記の処理に加え、経費削減、債券発行による資金調
達及び回収努力等の最大限の自助努力を行うことを前提と
して、承継業務に係る元本債権の貸倒引当金相当額等の
補てんに必要な補助金が、40億円交付されることを予定し
ている。

（３）補助金交付状況
　債権管理回収業務補助金40億円が予定どおり交付され
た。

間で、できる限り平準的な額として、予算の定めるところに
より交付されることを見込んでいる。

　 また、未収利息のうち回収不能額の償却処理に伴い発
生する繰越欠損金（16年度期首見込約34億円）について
は、中期目標期間中に解消を図ることとして上記補助金と
合わせ、予算の定めるところにより交付されることを見込ん
でいる。

４．短期借入金の限度額 ４．短期借入金の限度額 ４．短期借入金の限度額 Ａ
　 年度内における一時的な資金不足等に対応するための
短期借入金の限度額は、単年度26,000百万円とする。

　 平成19年度において、一時的な資金不足等が発生した
場合、その対応のための短期借入金の限度額は、単年度
26,000百万円とする。

　平成19年５月24日から平成20年３月31日までの間に
最大9,300百万円の短期借入。

５．重要な財産の処分等に関する計画 ５．重要な財産の処分等に関する計画 ５．重要な財産の処分等に関する計画 －
　 重要な財産を譲渡、処分する計画はない。 　 重要な財産を譲渡、処分する計画はない。 　　該当なし

６．剰余金の使途 ６．剰余金の使途 ６．剰余金の使途 －
　 ・　公害健康被害予防事業の充実及びその推進に係る
　　電子化、機器整備
 　・　地球環境基金業務における助成事業・振興事業の充

実 資料の電子化等の改善

 ・公害健康被害予防事業の充実及びその推進に係る電
　子化、機器整備
 ・地球環境基金業務における助成事業・振興事業の充

実 資料の電子化等業務の改善

　　該当なし

　資金管理を適切に行い、短期借入金を限度内に抑え、財
投借入金等の償還を円滑に実行したことは評価できる。

　　実、資料の電子化等の改善
　 ・　石綿健康被害救済業務に係る経費
　 ・　債権管理回収業務に係る経費
 　・　人材育成及び広報の充実

　実、資料の電子化等業務の改善
 ・石綿健康被害救済業務に係る経費
 ・債権管理回収業務に係る経費
 ・人材育成及び広報の充実
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第５．その他業務運営に関する重要事項 ７．その他主務省令で定める業務運営に関する事項 ７．その他主務省令で定める業務運営に関する事項 ７．その他主務省令で定める業務運営に関する事項 Ａ
（１）施設及び設備に関する計画 （１）施設及び設備に関する計画 （１）施設及び設備に関する計画 －
なし なし 　　該当なし

（１）人事に関する計画 （２）人事に関する計画 （２）人事に関する計画 （２）人事に関する計画 Ａ
　 「第２　 業務運営の効率化に関する事項」で定める事項
に配慮し、人員の適正配置により業務運営の効率化を図
り、中期目標期間中の人事計画を定める。

①　 人員配置、職員の業績評価及び人材育成

　 職員の適性を的確に把握し、適材適所に応じた人員配
置を行う。また、各業務、事業毎に定める目標を達成する
ために職員一人ひとりの意識の向上を図るとともに成果に
応じた業績を適正に評価する。

①　 人員配置、職員の業績評価及び人材育成

 　職員の適性を的確に把握し、適材適所に応じた人員配
置を行う。また、各業務、事業毎に定める目標を達成する
ために新人事評価制度の運用により、職員一人ひとりの意
識の向上を図るとともに、その成果に応じた業績を適正に
評価する。

①　 人員配置、職員の業績評価及び人材育成

（１）適材適所に応じた人員配置
　下記の事項に基づき適性等を把握
　　・職員に対する人事関係意向等調査
　　・新人事評価制度による業務計画表、業績評価、発揮
　　　能力評価及び能力開発計画書
　　・各部管理職へのヒアリング

・職員人事データ

　職員の意向調査や新人事評価制度による評価、管理職
とのヒアリング等により、適材適所の人員配置と職員の意
識向上を推進し、業績評価を賞与に反映させた。また、研
修を積極的に実施し、職員の能力開発に努め、常勤職員
数について、中期計画を踏まえた削減を実行するとともに、
国家公務員の給与構造改革を踏まえた給与体系の見直し
を進めている。今後は、国家公務員の給与水準との比較を
踏まえ、管理部門の見直し等を通じて給与水準の適正化を
図るとともに、給与体系の更なる見直しに努める必要があ
る　・職員人事データ

　・定年退職者の継続雇用制度を制定

（２）新人事評価制度の運用
　　・各部門の目標とここの職員の業務計画を作成し、
　　　職員一人ひとりの意識向上を図った。
　　・上司と部下の間で面談を行った上で、業績評価及
　　　び発揮能力評価を行い、結果を賞与に反映。
　　・新人事評価制度に基づき昇級区分を決定する新
　　　たな昇給制度を制定。

　 また、業務上必要な研修を積極的に行うとともに、外部で
行われる各種の研修にも積極的に参加させ、職員の能力
開発を図るなど、業務上必要な知識・技術の向上を支援す
る。

　また、前年度に引き続き業務上必要な各種研修を積極的
に行うとともに、外部で行われる研修についても積極的に
参加させ、もって職員の能力開発を図り、業務上必要な知
識・技術の向上を支援する。

（３）研修の実施
　　職員研修計画に基づき、環境教育の推進のための環境
保全に関する研修、コンプライアンス研修、セクシャルハラ
スメント研修、健康管理研修等のほか、外部研修期間によ
る各種研修に職員を参加させた。
　　（研修実績：36講座、764人）

る。

②　 人事に関する指標 ②　 人事に関する指標 ②  人事に関する指標

　 業務運営の効率化を図るとともに、機構が十分な役割を
果たすことができるよう業務の改善・見直しを進めることに
より、石綿健康被害救済業務に従事する職員を除き、期末
の常勤職員数を期初の８割以下とする。

　・期初の常勤職員数 154人
　・平成19年度中に２人削減予定

（１）平成19年度期中に154人であった常勤職員数を、平成
　　20年４月１日に152人とし、２人削減
（２）国家公務員の給与構造改革を踏まえ、役職手当を定
　　率性から定額制へ移行。
（３）俸給表等の改定を見送り、人件費抑制を図った。
（４）ラスパイレス指数（平成18年度：119.3、平成19年度：
　　114.7）をホームページで公表。

　 石綿による健康被害の救済に関する法律（平成１８年法
律第４号）に基づき、石綿健康被害の迅速な救済を図るた
め、組織体制を整備し業務を推進する。

　 なお、石綿健康被害救済業務の制度発足時において必
要な人員について、１割以上の人員を既存業務の合理化
により措置するとともに、平成19年度以降見込まれる拠出
金の徴収に係る業務に必要な人員については、業務（特に
内部管理業務）の合理化により措置するものとする

　 なお、石綿健康被害救済業務の制度発足時において必
要な49人のうち５人について既存業務の合理化による削減
をもって充てるとともに、平成19年度以降見込まれる拠出
金の徴収に係る業務に必要な人員については、内部管理
業務も含めた業務の合理化による削減をも て充てるもの内部管理業務）の合理化により措置するものとする。 業務も含めた業務の合理化による削減をもって充てるもの
とする。

　 また、「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議
決定）を踏まえ、人件費の削減を基本とする取組を行うとと
もに、国家公務員の給与構造改革を踏まえた給与体系の
見直しを進める。

　 また、「行政改革の重要方針」（平成１７年１２月２４日閣
議決定）を踏まえ、平成１８年度以降５年間における人員の
５％以上の純減については、今中期計画期間中において
達成する。
　 また、国家公務員の給与構造改革を踏まえた給与体系
の見直しを進める。

　　また、国家公務員の給与構造改革を踏まえた給与体系
　の見直しを検討する。

（参考１）
　 期初の常勤職員数131人（内運営費交付金職員数104
人）
　 石綿健康被害救済業務の追加に伴い増員した常勤職員
数44人
　 期末の常勤職員数の見込み146人（内運営費交付金職
員数86人）
（参考２）
　 中期目標期間中の人件費総額見込み7,020百万円
　 ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員
諸手当及び超過勤務手当に相当する範囲の費用である。諸 勤務 す 費 あ
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（３）積立金の処分に関する事項 （３）積立金の処分に関する事項 （３）積立金の処分に関する事項 －
なし なし 該当なし

（２）その他業務運営に関すること （４）その他中期目標を達成するために必要な事項 （４）その他中期目標を達成するために必要な事項 （４）その他中期目標を達成するために必要な事項 －
 　現在実施中の事業の終了をもって廃止となる緑地整備
関係建設譲渡事業については、大気汚染対策や地球温暖
化対策などの環境保全効果の高い緑地、施設の整備を適
切に実施していくとともに、終了予定年度（平成17年度）内
に現在実施中の事業の施設整備を終了させるよう適切に
進行管理を行う。

　 緑地整備関係建設譲渡事業については、大気汚染対策
や地球温暖化対策などの環境保全効果の高い緑地、施設
の整備を適切に実施していくとともに、進行を適切に管理
し、譲渡契約に基づき、終了予定年度（平成１７年度）内に
現在実施中の事業の施設整備を終了させる。

なし 該当なし
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